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１．当四半期決算に関する定性的情報

 第１四半期連結会計期間より、従来、「エコ事業」及び「住空間事業」と表示していた報告セグメントの名称につ

いて、「エコ事業」を「素材事業」に、「住空間事業」を「建材事業」に変更しております。詳細は10ページ「２．

四半期連結財務諸表及び主な注記 （４）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （セグメント情報） ３．報告セグメ

ントの変更等に関する事項」をご覧ください。

 

（１）経営成績に関する説明 

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要が

あるものの、雇用・所得環境の改善が続くなか、個人消費は持ち直し、政府の各種政策の効果もあり、景気は緩や

かな回復基調となりました。

 住宅建設分野におきましては、新設住宅着工は、持家・貸家などを中心に弱含んで推移しました。一方、公共・

商業建築（非住宅建築）分野におきましては、着工は前年を維持しつつ、教育・文化施設などの受注が好調に推移

しました。また、この上半期は度重なる豪雨や地震などの自然災害等の影響により物流の混乱、工事の遅延などが

生じました。

 このような経営環境のもと、当社グループは、2025年を見据えた長期ビジョン『ＧＰ２５』で示しているありた

い姿の実現に向け、平成28年度より３ヵ年の中期経営計画『ＧＰ２５ １st Stage』をスタートさせ、本年度はそ

の最終年度となります。将来想定されている国内の新設住宅の着工減に備えて、公共・商業建築分野、住宅リフォ

ーム市場、海外市場、産業資材分野を重点市場と捉え、新たな取り組みを推進しております。その一環として、９

月３日に開示しましたとおり、伊藤忠商事㈱との資本業務提携に関する契約を締結しました。伊藤忠商事㈱の有す

る幅広い販路や知見などを取り入れることで、海外における素材・建材事業等の強化及び国内外での事業の拡大に

努めます。

 市場別としては、住宅リフォーム市場では、５月にＴＯＴＯ㈱、ＹＫＫ ＡＰ㈱と共同で具体的な日々の生活空

間をイメージし、リモデルの楽しさ、広がりを体感いただく大規模フェア「ＴＤＹリモデルコレクション2018」を

開催し、エンドユーザーへのリモデル提案を充実させました。また、海外市場では、４月にニュージーランドのＭ

ＤＦ製造会社「DAIKEN SOUTHLAND LIMITED」（以下、ＤＳＬ）を子会社化（当社の孫会社化）し、素材事業のグロ

ーバル化と売上拡大を図りました。

 売上につきましては、上記取り組みなどにより、増収となりましたが、利益につきましては、木材チップ、接着

剤などの原材料価格やエネルギーコスト、物流コストの上昇に加え、ＴＤＹリモデルコレクションや６月に発売し

ました新製品に関する費用等により、減益となりました。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高872億３百万円（前年同期比3.6％増）、営業利益30億83

百万円（前年同期比21.3％減）、経常利益36億60百万円（前年同期比19.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純

利益24億46百万円（前年同期比18.3％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

（素材事業）

 素材事業につきましては、軽量で加工性に優れた当社独自の素材「ダイライト」を使用した深彫調不燃壁材「Ｇ

ＲＡＶＩＯ ＥＤＧＥ（グラビオ エッジ）」を新発売しました。同製品は、立体的な形状と、シャープな陰影で高

い意匠性を実現した、他社にはない製品となっており、取引先様から多くの引き合いをいただいております。今

後、生産設備の増強も計画しており、より一層の販売拡大に向けた提案を進めてまいります。ＭＤＦにつきまして

は、４月にＤＳＬを子会社化したことにより、海外４工場の体制となりました。それぞれのＭＤＦ工場の特性を活

かし、生産・販売面の最適化を進め、海外市場での拡大へ繋げてまいります。

 売上につきましては、機械抄き和紙を原料とした畳おもてが、ホテル・旅館において採用が拡大したことやＤＳ

Ｌを連結の範囲に含めたことなどにより、増収となりました。

 利益につきましては、木材チップ、接着剤などの原材料価格やエネルギーコスト、物流コストの上昇に対して、

合理化やコストダウン、一部製品の販売価格への転嫁を実施しましたが、当第２四半期連結累計期間で吸収するに

は至らず、減益となりました。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高302億81百万円（前年同期比10.0％増）、営業利益８億

42百万円（前年同期比29.1％減）となりました。
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（建材事業） 

 建材事業につきましては、当社主力の住宅用内装建材「hapia（ハピア）」シリーズを約３年ぶりに全面リニュ

ーアルし、上質空間の提案や好調なマンションリノベーション市場攻略への足がかりとしました。また、インバウ

ンド需要の増加を受け、好調な宿泊施設向けの床材「コミュニケーションタフ防音ＤＷ４」を新発売し、階下への

音漏れを軽減するなど公共・商業建築分野の各施設のニーズに合わせた提案を強化しました。

 売上につきましては、公共・商業建築分野及び賃貸向けの防音関連製品で拡大することができましたが、新設住

宅の着工減、自然災害等による物流の混乱、工事の遅延などの影響を受け、事業全体としては前第２四半期連結累

計期間を下回りました。

 利益につきましては、原材料コストや物流コストの上昇に加え、新製品の発売に関連した費用等により、減益と

なりました。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高423億１百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益15億13

百万円（前年同期比33.7％減）となりました。

 

（エンジニアリング事業） 

 エンジニアリング事業につきましては、ビル・マンションの内装工事が計画通り進捗したことに加え、マンショ

ンリノベーションの売上が好調に推移したことなどにより、増収となりました。利益につきましては、技能工不足

等による人件費高騰に対して、技能工の確保及び現場ごとの管理を最適化し、増益となりました。

 この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高80億73百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益４億58

百万円（前年同期比97.0％増）となりました。

 

（２）財政状態に関する説明 

 当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、のれんが前連結会計年度末に比べ45億68百万円増加したこ

と等により、資産合計は前連結会計年度末に比べ139億25百万円増加し、1,547億１百万円となりました。

 負債につきましては、長期借入金が前連結会計年度末に比べ51億円増加したこと等により、負債合計は前連結会

計年度末に比べ94億33百万円増加し、932億30百万円となりました。また、有利子負債は、前連結会計年度末比76

億74百万円増の296億26百万円となりました。

 純資産につきましては、資本金が前連結会計年度末に比べ21億49百万円増加したこと等により、純資産合計は前

連結会計年度末に比べ44億92百万円増加し、614億71百万円となりました。

 なお、第１四半期連結会計期間の期首より、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28

号 平成30年２月16日）等を適用しており、遡及適用後の数値で前連結会計年度末比較を行っております。 

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 今後につきましては、金融資本市場の変動や先行き不透明な景気動向に注意が必要と考えております。原材料コ

ストや各種コストの上昇に対し、各種合理化やコストダウンを進めるとともに、一部製品の販売価格への転嫁を適

切に進めてまいります。また、６月に発売しました新製品の販売に注力し、中期経営計画『ＧＰ２５ １st 

Stage』で掲げている重点市場での売上、利益の拡大に努めてまいります。 

 なお、素材事業の一部製品につきまして、原材料のロックウールが調達先での10月に発生した設備トラブルによ

る高炉の操業停止により、十分な調達が確保できない状況となっております。このため一時的に生産への影響が生

じることが予想されます。 

 現時点におきましては平成31年３月期通期の連結業績予想につきましては、上記を踏まえ平成30年５月11日に公

表しました連結業績予想を据え置いております。今後、業績予想に修正の必要が生じた場合には、速やかに開示い

たします。 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,767 13,385 

受取手形及び売掛金 40,533 42,514 

電子記録債権 6,985 7,045 

有価証券 － 15 

商品及び製品 9,126 9,364 

仕掛品 2,996 4,006 

原材料及び貯蔵品 4,677 5,526 

その他 2,153 2,108 

貸倒引当金 △110 △110 

流動資産合計 77,130 83,854 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 8,099 10,371 

機械装置及び運搬具（純額） 10,946 12,784 

土地 13,555 13,749 

建設仮勘定 2,124 1,644 

その他（純額） 2,121 2,163 

有形固定資産合計 36,847 40,713 

無形固定資産    

のれん 149 4,718 

ソフトウエア 1,938 1,851 

その他 491 888 

無形固定資産合計 2,580 7,459 

投資その他の資産    

投資有価証券 19,631 18,172 

退職給付に係る資産 2,331 2,227 

繰延税金資産 370 400 

その他 1,822 1,827 

貸倒引当金 △43 △43 

投資その他の資産合計 24,112 22,584 

固定資産合計 63,540 70,756 

繰延資産 105 89 

資産合計 140,776 154,701 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成30年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成30年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 20,620 21,716 

電子記録債務 5,778 6,895 

短期借入金 5,634 6,868 

1年内返済予定の長期借入金 2,963 4,322 

未払金 21,083 20,129 

未払法人税等 603 975 

賞与引当金 2,198 2,031 

製品保証引当金 959 892 

その他 4,190 4,890 

流動負債合計 64,032 68,723 

固定負債    

社債 10,400 10,400 

長期借入金 2,814 7,914 

繰延税金負債 1,967 1,814 

製品保証引当金 919 688 

退職給付に係る負債 3,415 3,439 

負ののれん 33 28 

その他 215 221 

固定負債合計 19,764 24,506 

負債合計 83,797 93,230 

純資産の部    

株主資本    

資本金 13,150 15,300 

資本剰余金 11,943 14,071 

利益剰余金 23,007 24,514 

自己株式 △1,430 △1,418 

株主資本合計 46,670 52,466 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 6,897 5,879 

繰延ヘッジ損益 22 14 

為替換算調整勘定 245 △154 

退職給付に係る調整累計額 409 483 

その他の包括利益累計額合計 7,574 6,223 

非支配株主持分 2,734 2,781 

純資産合計 56,979 61,471 

負債純資産合計 140,776 154,701 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

売上高 84,194 87,203 

売上原価 62,675 65,598 

売上総利益 21,518 21,604 

販売費及び一般管理費 17,601 18,521 

営業利益 3,917 3,083 

営業外収益    

受取利息 34 31 

受取配当金 239 258 

負ののれん償却額 5 5 

持分法による投資利益 22 24 

為替差益 175 33 

その他 379 422 

営業外収益合計 857 775 

営業外費用    

支払利息 100 78 

売上割引 63 62 

売上債権売却損 11 3 

その他 49 53 

営業外費用合計 224 198 

経常利益 4,550 3,660 

特別利益    

固定資産売却益 2 27 

特別利益合計 2 27 

特別損失    

固定資産売却損 3 11 

固定資産除却損 126 93 

投資有価証券評価損 2 4 

特別損失合計 132 108 

税金等調整前四半期純利益 4,420 3,579 

法人税、住民税及び事業税 513 967 

法人税等調整額 767 75 

法人税等合計 1,280 1,042 

四半期純利益 3,139 2,537 

非支配株主に帰属する四半期純利益 145 91 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,993 2,446 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

四半期純利益 3,139 2,537 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,623 △1,018 

繰延ヘッジ損益 130 △14 

為替換算調整勘定 564 △405 

退職給付に係る調整額 236 74 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0 

その他の包括利益合計 2,555 △1,364 

四半期包括利益 5,695 1,172 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 5,403 1,095 

非支配株主に係る四半期包括利益 291 77 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成30年４月１日 
 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 4,420 3,579 

減価償却費 1,853 1,999 

固定資産除却損 126 93 

固定資産売却損益（△は益） 1 △16 

投資有価証券評価損益（△は益） 2 4 

のれん償却額 17 218 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 △0 

賞与引当金の増減額（△は減少） △87 △166 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △394 △297 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 110 128 

受取利息及び受取配当金 △273 △289 

支払利息 100 78 

為替差損益（△は益） △3 52 

持分法による投資損益（△は益） △22 △24 

売上債権の増減額（△は増加） △4,527 △1,481 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,239 △1,431 

仕入債務の増減額（△は減少） 5,190 1,481 

未払費用の増減額（△は減少） 2 150 

その他 375 303 

小計 5,654 4,383 

利息及び配当金の受取額 273 289 

利息の支払額 △98 △77 

法人税等の支払額 △865 △604 

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,963 3,990 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,782 △3,454 

有形固定資産の売却による収入 1,170 32 

投資有価証券の取得による支出 △52 △2 

投資有価証券の売却及び償還による収入 185 － 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
－ △8,237 

その他 △581 △678 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,059 △12,340 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △540 1,254 

長期借入れによる収入 58 7,200 

長期借入金の返済による支出 △1,235 △740 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △23 △19 

株式の発行による収入 － 4,267 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △940 △940 

非支配株主への配当金の支払額 △31 △30 

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,712 10,990 

現金及び現金同等物に係る換算差額 128 △22 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,320 2,617 

現金及び現金同等物の期首残高 10,474 10,767 

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,794 13,385 
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当社は、平成30年９月19日付で、伊藤忠商事㈱から第三者割当増資の払込みを受けました。この結果、当第２四

半期連結累計期間において資本金が2,149百万円、資本準備金が2,117百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末

において資本金が15,300百万円、資本剰余金が14,071百万円となっております。

 

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

 第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるDAIKEN NEW ZEALAND LIMITEDがDongwha New 

Zealand Limited（DAIKEN SOUTHLAND LIMITEDに社名変更）の株式を取得したため、連結の範囲に含めておりま

す。なお、DAIKEN SOUTHLAND LIMITEDは当社の特定子会社に該当しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用） 

 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。 

 

 

（セグメント情報）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

  素材事業 建材事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 27,539 43,234 7,525 78,299 5,895 84,194 － 84,194 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

1,756 362 815 2,934 － 2,934 △2,934 － 

計 29,296 43,596 8,340 81,233 5,895 87,128 △2,934 84,194 

セグメント利益 1,188 2,282 232 3,703 213 3,917 － 3,917 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

 ２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

  素材事業 建材事業 
エンジニ 
アリング 
事業 

計 

売上高                

外部顧客への売上高 30,281 42,301 8,073 80,656 6,546 87,203 － 87,203 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

1,911 340 693 2,945 － 2,945 △2,945 － 

計 32,192 42,642 8,766 83,601 6,546 90,148 △2,945 87,203 

セグメント利益 842 1,513 458 2,814 269 3,083 － 3,083 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、合板等の商品の仕入販売等を含

んでおります。

 ２．セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。
 
（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。
 
（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

 第１四半期連結会計期間より、従来、「エコ事業」及び「住空間事業」と表示していた報告セグメントの名称に

ついて、「エコ事業」を「素材事業」に、「住空間事業」を「建材事業」に変更しております。この変更は報告セ

グメントの名称の変更であり、セグメント情報の内容に影響を与えるものではありません。なお、前第２四半期連

結累計期間のセグメント情報についても変更後の報告セグメントの名称で記載しております。
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